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変貌する大学教授職 の 国際比較 （2）

一 CAP17力 国調査 （2007年）の 分析一

○有本 章 （比治山大学）　 ○浦田 広朗 （名城大学）　 ○大膳 司 （広島大学）

○長谷川 祐介 （比治山大学）　 ○木本 尚美 （県立広島大学）

1．研究 目的

　本報 告 は、「21 世紀型 ア カ デ ミッ ク ・プ ロ フ ェ

ッ シ ョ ン 構築 の 国際比較研究」 （基盤 A ，2006−09

年度 、 プロ ジ ェ ク ト代表者一有本章）の
一

環 と し

て実施 し て い る 国際共同研究 「大学教授職の 変容

に 関す る 国際調査」（CAP プ ロ ジ ェ ク ト、現在世

界 18 ヶ 国参加）の 中間報告 で あ り、「カ
ー

ネギ
ー

大学教授職国際比 較調査 （1992−93）」 の 続編的な

性格を持 っ て い る．

　既 に、日米独 の 3 力 国比較に関 して は昨年度報

告 して い るが、今回 は さらに分析対象国を増や し、

世界 17力 国 （1 地域 （香港）を含む）に おけ る大

学教員の 意識や 行動 の 実態 を、キ ャ リア、教育活

動、研究活動、管理運営 の 面か ら実証的か っ 比 較

的に 明らか にす る こ とを通 して、日本の 大学教授

職 の 特徴 と課題 を明 らか にするこ と に ある。

2 ．調査方法 と調査項 目

　世界 18ヶ 国が、事前に協議 して 決定した 共 通の

項 目を含む調査票を各国の 言葉 に翻訳 して 配布 ・

回収 ・データ入 力 し、ドイ ツ ・カ ッ セ ル 大学で オ

ラ ン ダ を除く 17力 国の データベ ー
ス を作成 し た。

　調査票は全世界共通で 、A ．経歴 ・職歴、　 B ．

仕事 の 状況、C ．教育活 動、　 D ．研 究活動、　 E ．

管理 運営、F ．自身の 属性 と家族につ い て 、の 6

中項 目に分類され て い る 。 小 項 目 も含め る と 300

を超 え る質問で 調査票は構成 されて い る。

　各国 のデ
ー

タ収集方法は、日本、中国、香港、

イタリア、マ レ
ー

シ ア で は紙媒体調査、ア ル ゼ ン

チ ン、オ
ー

ス トラ リア、ブラ ジル 、カ ナ ダ、韓 国、

ポル トガル 、英国で は イ ン ター
ネ ッ ト調査、フ ィ

ン ラ ン ド、ドイ ツ、メ キ シ コ 、ノル ウェ
ー、米国

で は紙媒体調査 とイ ン ターネッ ト調査 を併用 した。

　例えば、日本の 調査は、1992年調査 で対象 とし

た 19大学の うち研 究大学4校 は 同 じ大学を対象と

し、残 りの 非研究大学 14校は学部構成や規模など

が似通 っ た 大学を対象と して選 択 して 2007年 8

月 に実施 した。配布数は 6200 名 で 、回答者数は

1408名 （回答率 22．7％）で あ っ た。

3 ．調査結果の概要

　 1 ）属性

　（1）性別構成

　世界 17力 国の 大学教員の 性別構成 を確認 した。

世界 17力 国 の 平均 は 男性 が 61．8％、女性が 38．　2％
で あ っ た。女性 の 構成 比率を低 い 順 に示せ ぼ、日

本 （9，0％）、韓国 （18．7％）、ドイ ツ （28．6％）と

なっ て おり、圧倒的に 日本 の 女性構成比率が低 く

なっ て い た。

　 （2）年齢別構成

　世界 17力 国の 大学教員の 平均年齢を確認 した。

世界 17 力国の 平均年齢は 45．5 歳で あっ た。平均

年齢が 49 歳以上 の 国は、日本 51．7 歳、米国 51．8

歳、イタリア 49．6 歳 で あっ た。逆 に、平均年齢が

40歳以下 の 国は、中国 38．8歳 とマ レーシ ア 39．5

歳 で あっ た
1 ｝。

　注 1）　 申告デ
ー

タの 中に は 23歳以下の 者もい

たが、こ こ で は最低年齢を 24歳 として集計 した。

　（3）専門分野

　調査対象者 の 専門分野 （最高学位 を取得 した専

門分野） を確認 した。調査 対象者全体で は 工 学系

が最も多く 15．・0％で あっ た。こ の こ と は 日本に つ

い て も同様 で 工 学系 の 割合は 20．0％ と他分 野 に

比 べ て最も大 きか っ た 。

一
方、社会科学系の 割合

は調査対象者全体 で は 12．1％で あっ たの に対 し、

日本は 3．1％とそ の 割合は 小 さか っ た。他国に っ

い てみ てみ る と、ア メ リカ などは 工 学系の 割合が

小 さい
一

方、社会科学系の 割合は高い とい うこ と

が確認 された。

　2 ）キャ リア

　国 際 比 較 を通 し て 、日 本 の 大 学 教 授 職

（AcademicProfession、ア カ デ ミ ッ ク プ ロ フ ェ ッ

シ ョ ン ） の キ ャ リア 形成の 特徴を検討 し たい。な

お 分析対 象者は 常勤の 大学教員で あ る 。

　（1）アカデミッ クキャ リアへの 参入

　今回 の CAP調査で は、日本は 平均 で 約 30 歳の

とき、は じめて 高等教育機関に 常勤職 で 採用され

てい た。これ は 調査時点に お い て 大学で常勤職を

得て い る者の 結果で あ り、それ以外 の 者を勘案す

る と結果 は異な る可 能性が あ る。 しか しア メ リカ
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やオ
ー

ス トラリア は約 34歳 とな っ て お り、そ れ と

比 べ て 日本の 約 30 歳 とい う採用 平 均年齢は 若い

傾向 に あ る こ とが 確認 され た。

　で は ア カ デ ミ ッ ク キ ャ リア 参 入 を 規定す る 要

因は 何なの か
。 多様な要因が 想定 され るが、1 っ

には 博士 号取得が 挙げられ るだ ろ う。目本の ア カ

デ ミッ クプ ロ フ ェ ッ シ ョ ン の 博士 号取得状況 を確

認す る と、CAP 調 査 で は 約 78％ とな っ て い た。ア

メ リカ の 約 84％等と比 べ る とその 割合 は低 い が、

そ の 差 は 6％ ぐ らい とそ れ ほ ど大 き なもの で はな

い
。 た だ し分野 別 で違 い が み られ る。日本で は 博

士 号取得率 は理 高文低 の 傾向に あ る こ とが 今回 の

CAP 調査 か らも確認され た 。 しか しこ の傾 向 はすべ

て の 国 に あて はまるわけで は ない 。た とえば ア メ リ

カで は 人文科学系や社会 科学 系 な ど文 系分野 で も博

士 号 取得 率が 70％ を超え て い た 。また 年齢別で み た

とき、日本 の 場合、30代以下、40代 の 若年層 の 博

士 号取得率は若干高い 傾向に あ っ た もの の、世代

間の 差は IO％未満に 留ま っ て い た 。

　 ア カ デ ミ ッ ク キ ャ リア 参入 と博士 号取得 と の

関連を検討する た め に は、キ ャ リア参入 前 に学位

を取得 した か ど うか を明 らか にす る 必要 が あ る。

博士 号取得者 に 限定した とき、日本 で は高等教育

機関で常勤職 に就 く前に博 士 号取得 し た者 （博 士

号取得 と常勤職をつ い た年 が 同 じ場合も含む）が

45％弱 で あ っ た。た だ し年齢別 で み た とき、30歳

代以 下 で は 4 分の 3 が 高等 教育機 関 で 常勤職 に 就

く前 に 博士 号 を 取 得 して い た。他 国 に つ い て は た

とえばア メ リカ は 博士 号取得者 全 体 の 約 65％ が

常勤職 に 就 く前 に 博 士 号 を 取得 して お り、さらに

30 代 に な る と 80％強の 教員 が 常勤職 に 就 く前 に

博士 号に 取 得 して い た。

表 2−1　今後 の キ ャ リ ア 形 成に 対ずる 意識

国内高等教育

機関・研 究機
　 への 移 動

外 国の 大学教

授職

高等教 育機
関・研 究 機関

以 外への 移動

アル ゼン チン 10％ 5％ 18％

オ
ー

ス トラリア 41％ 31％ 46％

ブラジル 30％ 15％ 20％

カナダ 30％ 20％ 2偶

中国 12覧 4％ 7％

フィ ン ラン ド 20％ 20％ 39 ％

ドイツ 34％ 24跖 24％

香港 27％ 26％ 16％

イタリア 16％ 25％ 19％

日本 51％ 19％ 23％

韓国 28％ 17％ 46％

マ レ
ー

シア 44％ 24％ 27％

メキ シコ 29％ 璽6％ 27％

ノル ウェ
ー 28％ 2G％ 33％

ポル トガル 21％ 19％ 19％

イギリス 40％ 34％ 41％

アメリカ 44％ 17％ 26％

合計 28％ 18％ 24％

※ 「あなた は過 去 5年 間 に、以下 に挙 げるような職 務 や職

場に 変わることを考えた ことがあ りますか 」とい う問 い に対

し、「考えたことがある」と回答した者の 割合を示 して い る。

　（2）今後の キ ャ リア 形成に対 す る意識

　ア カデ ミ ッ ク プ ロ フ ェ ッ シ ョ ン は今後 の キ ャ

リア 形 成 を どの よ うに 考 え て い る の だ ろ うか。表

2−1 よ り、国内の 高等教育機関へ の 移動 につ い て

は、日本 は 51％ と半数 の 教員 が移動 を 考 え た こ と

が あ る と回答 し て い た。こ の 結果 は他国 と比 べ て

も高い 割 合で あ る こ とが確認 され る。で は海 外 へ

の 移動に つ い て は どうだ ろ うか。海外 へ の 移動 と

な る と 目 本 は 19％ に留 まっ て い た。しか しこ れ は

決 して 低い 割合 で は なく、全体平均 とほ ぼ同 じ ぐ

らい の 割合で あ っ た。こ の よ うに 日本の ア カ デ ミ

ッ クプ ロ フ ェ ッ シ ョ ン は 国 際的に み て 国内移動 へ

の 意識が 高く、海外への 移動 に対す る意識 も決 し

て 低 くは な い 。
一

方、ア カ デ ミ ッ ク プ ロ フ ェ ッ シ

ョ ン 以 外の 職業に 就 くこ とに 対す る 意識 は、日本

は 23％とな っ て お り、4 分の 1近 くの 者 が ア カ デ ミ

ッ クプ ロ フ ェ ッ シ ョ ン か らの 離脱を意識 し て い た。

　 こ の よ うに 日本 は 他 国 と比 べ て、特 に 国 内の 高

等教育機関 へ の 移動 に 関す る意識 は 高か っ た の だ

が 、こ う した キ ャ リア 形 成に 対 す る意識 は どの よ

うな要因 に よっ て 規定されて い るの だ ろ うか。そ

の 際、準 拠集団 が 何 で あ るか は 重 要 な 要 因 とな る

だ ろ う。
ア カ デ ミッ ク プ ロ フ ェ ッ シ ョ ン は 文字通

り専門職 で あ り、専門分野を 媒介した集団に 高い

帰属意識を持っ コ ス モ ポ リタ ン とい う特性を有 し

て い る一方、大 学 とい う組 織に 雇用 され た 専門 職

で あ り、組織人 とい う特性 も有 し て い る。雇 用 さ

れ て い る集団 （高等教育機関）と外部集団 （専門

分野）そ れ ぞ れ に対す る帰属意識 の バ ラ ン ス の 中

で 各個人 が移動の 可 能性を考え る と予 想され る。

　 国内 の 高等教育機関 につ い て は、日本で は 自身

の 専門分野 に対 す る帰属 意識が 高い 者や、所 属機

関への 所属意識が 低い 者は 他の 高等教育機関 へ の

移動 を考 え た経験 を有 して い た。専門 分野 の 帰属

意識 が高 い とよ りよ い 研 究 環 境 を求 めて 移動 を考

え る
一

方 で 、現在 の 職場環境 へ の 意識が 低下 す る

と移 動 意識 が高 ま る と考 え られ る、た だ しア メ リ

カ の よ うに専門分野 の 帰属意識に よ る有意な 差が

ない 国 も存在 した。

　
一

方、ア カデ ミ ッ ク プロ フ ェ ッ シ ョ ン 以外 の 職

業 に就 くこ とにつ い て は若干 異な る結果とな っ て

い た。所属機関 へ の 所属意識が低い 者ほ ど他の 職
へ の 移動 を考 えて い た。こ の 点は 先 ほ どの 国 内高

等教育機関へ の 移動と同 じで あ っ た が、専門分野

へ の 帰属 意識 につ い て は直接的な関 連は 見 出 され

な か っ た。こ の こ とは 日本だ けで は な くア メ リカ

や イ ギ リス 、ドイ ツ な どで も確認 され た。

　当 日は さ らに 詳 細な分析を行 うこ とに よ っ て

キ ャ リア 形成 に 対す る意識の 規定要因を検討 した

い 。　　　　　　　　　　　　 （長谷川　祐介）
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　 3） 教育活動

　教員 の 教育活動を年代別 （若手 ；39歳以下、中

堅 ：40歳〜49歳、年長 ：50歳以 上 とす る）、男女

別 に 国際比較す る こ とに よ り、目本 の 大 学教員 の

教育活動 に 関す る特徴 と課題を明 らか にす る 。 な

お、こ こ で は常勤教員を分析 の 対象 とした。

　（1）教員の関心の所在 （教育と研究）

　教育及 び 研究 に 関する志向性を男女別 に 国際

比 較する と （表 3−1）、中国、マ レ ー
シ ア、米国は、

女性 の 教育志向が 強い 傾向が 見 られた。また、フ

ィ ン ラ ン ドと香港 の 男性教員は研究志向が強い 。

日本の 大学教員 に 限定 した 15 年間 の 変化 につ い

て分析 を行 っ た有本編著 （2008）に よれ ば、15年

前の 1992 年は男性教員 の 方 が女性よりも研究志

向 が 強い （P〈0．001）とい う結果で あ っ た。しか し

本調査で は有意差は なか っ た。さらに年代別 に国

際比 較すると、年長教員 ほ ど教育志向が強く、若

手 教員ほ ど研究志向が 強い の は、メキ シ コ 、米国、

韓国、カ ナ ダ、英国、日本、オー
ス トラリア 、フ

ィ ン ラン ド、イタリア、ノル ウ ェ
ー

などで あっ た。

表 3−1 関心の 所在 （教育と研究）
（％）

教 育 研究
国名

男性（δ）　 女 性（b） 男性　　　女 性
（a）一｛b）

中 国 44．1　　 　 69、455 ．9　　　　 30．5 一25．3
マ レ

ー
シア 482 　　　　 58、351 ．8　　　　 4†．7 一10．1

フィンラン ド 32．3　　　 42．367 ．7　　　　 57．7 一10．0
香 港 31．1　　　　 40．768 ．9　　　　 59．3 一9．6
米 国 51．4　　 　 60．448 ．6　　　　 39．5 一9．0
英 国 27．3　　　　 33．272 ．7　　　　 66．8 一5．9
ア ル ゼンチ ン 29．1　　　　 34271 ．0　　 　 65、8 一5．1
カナダ 30、3　　　 35469 ．7　　　 64．5 一5．1
日　本 2ア．6　　　　 32．5724 　　　　 67．5 一49
オーストラ リア 274　　　　 318726 　　　　 68．2 一44
イタリア 21．8　　　 25．678 ．2　　 　 74、4 一3．8
メキ シ コ 58．0　　　　 61．242 ．0　　　　 38．9 一3．2
韓 国 32．0　　　　 33．258 ．1　　　　 66．9 一1．2
ドイツ 37．0　　　　 37．262 ．9　　　　 62．8 一

〇．2
ポル トガル 4δ．5　　　　 46．253 ．5　　　　 53．7 o．3
ノル ウ ェ

ー 18．8　　　　 15．481 ．3　　　　 84．6 3．4
ブラジル 47．0　　　　 40．452 ．9　　　 59、6 66
全体平均 36．5　　　　 45．863 ．5　　 　 54．2 一9．3
注 1）教育；「主に 教育1十 「どちらか といえぱ教育亅の 割合。研究も同様。
注 2）s＊＊：P〈0．001、＊‡．P〈0．Dl．＊：P く0．5

＊＊＊

＊ ＊

＊＊＊

＊

＊ ＊

（2）教育活動に占める時間配分（学期 中の 週平均）

　で は、そ の 実態は ど うで あ ろ うか。教育及び 研

究に 占め る学期中の 時間配分比 率を、まず年代別

に 国際比較して み る 。 年長教員ほ ど教育志向が 強

い こ とを先に明らか に したが、その 実態は時間配

分比率に それ ほ ど反映 され て い な い 。 全体平均 を

みると、年長教員の 比率は高い もの の 、そ の 差は

ご くわ ず か で あ っ た 。 次 に男女別 に 比較して み る。

教育に 占め る割合は、男性 よ りも女性教員 の 方 が

高い 国が多い
。 差が最も大き い の は中国 （11．7ポ

イ ン ト）で あ っ た。教育志向が 強い 中国の 女性教

員は、教育活動に 熱心な こ とがわか る。日本 の 男

女差 （11．0 ポイ ン ト）も少 な くは なく、香港 （10．5
ポ イ ン ト）同様全体平均 （5．4 ポ イン ト）を遙か

に 上回 っ て い た 。

　（3）教育活動への 取組状況

　続い て、教員は い か な る教育活動 に取組 ん で い

るの か を確認 して おく。教育改革や授業改善が求

め られ るの は、多様な学生 に学習面 で どの よ うに

対応 し、い か に 学習意欲を維 持 させ る か が 問われ

て い るか らに他な らない。教室 で の 授業
・
講義以

外の 教員の 取組を、年代別、男女別 に国際比較し

て みた。フ ィ ン ラ ン ドと ノル ウェ
ーは、年長教員

の 取組が熱 L・で ある こ とがうか がえた。また、若

手 教員は、中堅、年長教員 に比 べ て 教育活動が 消

極的か と言 うと、必ず し もそ うで は ない 部分が垣

間見 え る。電子メ
ー

ル などを通 じた学生 との コ ミ

ュ ニ ケーシ ョ ン 活動は、中国、目本、マ レ
ー

シ ア、

イタ リア の ように、若手教員 の 積極性が見 て取れ

た。次に 同 じ項 目を 男 女別 にみ てみ た。日本 と米

国は、概ね女性教員 の 実施率の 方が、男性よりも

高い こ とが明 らか に され た。ま た中国の 男性教員

は、女性よりも教材開発や カ リキ ュ ラム 開発に熱

心な傾向が み られ た。

　さらに今度は、教育内容や方法 の 改善に向けた

取組 につ い て、性別 に 国際比較してみ た。「カ ン ニ

ン グや盗作 した場合の 結果に つ い て、学生 に教え

て い る」 と 「授業内容に価値と倫理 の 議論 を組み

込ん で い る」（こ の 項目に 関 して は専門分野別 の 特

徴を考慮す る必 要が あ るか も しれ ない）の 実施率

は、概ね女性教員の 方が、男性よりも高い 傾向に

あっ た。日本で は、補充指導、到達度に応 じた成

績評価、国際匪を重視 した授業内容、価値 と倫理

の 議論を組み 込 むなど、6 項 目中 4 項 目で女性教

員の 方が 男 性 よ りも実施率 が高か っ た e

　（4）教育と研究 の 両 立

　年代別、男女別 教員の 、教育と研 究に対する志

向性を踏まえた上で、実際の 教育活動時間配分 と

具体的活 動状況を 国際比較した結果、教育志向が

強い の は男女別で は女性教員、年代別 で は年長教

員で ある こ とが確認 され た 、 ま た 、 こ の 二 つ の 集

団 と も教育活動に 時間を傾注 して い るこ とが 明ら

か に された。とは い え、大学教員 に とっ て研究活

動 も重 要な 役割機 能 の
一

つ で あ る か ら、教育と研

究の 両立 は教員に は悩ま しい 問題 となる。そ こ で、

この 点 につ い て の 意識 レ ベ ル を男女別 に比較検討

した。両立 が 難 しい と捉えて い る の は、日本、フ

ィ ン ラ ン ド、中国の 女性教員で あ っ た。
一
方、楽

観的 に捉えて い るの は、ドイツ 、ポル トガル 、マ

レーシア、英国、イ タ リア、ノル ウ ェ
ー、米国、

メ キシ コ の 男性教員で あっ た。こ こ で 注目すべ き

は、教育志向が強 くか っ 、教育に 時間を多く割 い

て い る 中国の 女性教員が、教育と研究の 両立 を 困
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難と認識 し て い る点で あ る。何 らか の 背景 が 存在

す るに せ よ、教育か 研 究の 二 者択
一

で は な く、両

者の バ ラ ン ス 調整に つ い て 日 々 苦悩 して い るか ら

こ そ、こ う した 結果 に つ ながっ たの で は あ るまい

か 。 他方、教育志向が 強い とみ な され た 米国の 女

性 教員は、研 究 との 両 立に さほ ど困 難さを感 じて

い ない よ うだ。こ れ に 関 して は、別 の 要 因 が 関係

して い るの か も しれ ない 。

　以 上 の 分析か ら、次 の よ うな 興味 深 い 点 が 明 ら

か に され た。研 究 志 向 の 割合が 比 較的高い フ ィ ン

ラ ン ドの 女性教員や、教育 に比べ て 研究志向の 割

合 が高まりっ つ あ る と思 わ れ る 日本の 女性 教員 は、

男性以上 に教育活動に多く の 時間をつ い や して い

た
。

こ うし た状況 を 考え る と、教育と研 究 の 狭 間

で 心理 的葛藤が生 じて い る こ とが 推察 で きる。確

か に 国際的見地 か らすれ ば、女性 教員 は教 育活 動

に親和的で ある とい えよ う。
し か し反面、意識 と

実態 との 乖離 が お き て い る点 も見逃 す わ け に は い

か な い
。 大学教授職 と して の 女性教員 が、こ の 問

題を どの よ うに 克服 しよ うと して い る か につ い て

は、今後 の 課題 と した い
。　　　　 （木本　尚美）

　4 ）研究活動

　 こ こ で は 、17 ヵ 国の 研究活動 の 実態 とそ の 成 果

の 特徴を大学教員の 属性別 （国別 、専門分野 別 ）

に 明 らか に し た い。

　（1）研 究 にっ い て の 指導

　研 究 に っ い て 教 員 か ら十 分 な 指導を 受 け た か

確認 した と こ ろ、世界 17 力 国で は 54．1％ の 教 員

が 肯定 して い た。日本の 教員 は 60．2％が 肯定 し て

い た。日本 に お ける研究に つ い て の 指導に 対 す る

評価は世 界 の 平 均並で あっ た。なお、8 割 以 上 の

教員 が 肯定 的 に 回答 し た 国 は 、ポ ル トガ ル

（92．O％）、メ キ シ コ （87．10／o ）、イ タ リア （81．　60／o ）

で あ っ た。逆 に、3 割 以下 の 教 員 しか 肯 定 して い

ない 国 は、英国 （23．7％）、ノ ル ウェ
ー

（27．8％）オ

ース トラ リア （28．1°

／o）、ドイ ツ （29．2％）で あっ た。

　どの 専門分野別 に お い て も、ポル トガル と メ キ

シ コ は研 究につ い て の 指導 の 評価が 高 くな っ て お

り、逆 に 、英国に お け る評価 は も っ とも低 くなっ

て い た。

　（2）専門分野、所属学科、所属機関の 重要性

　 大 学 教 員 自身 に とっ て 自分 の 専門分 野 、自分 の

所属学科、自分の 所属機関は それ ぞれ どの 程 度重

要 で あ ろ うか。「大変重要」 を 5 とし て、重要度 の

高さを 5 段階で 示 して 回答を求め た とこ ろ、世界

17 力 国 の 平均 は、自分の 専門分野 4．45、自分 の 所

属学科 3．95、自分の 所属機関 3．84 となっ て い た。

世界の 大学教員は 、自分に とっ て 専門分 野、所属

学科、所属 機関の 順 に重要で ある と認識 して い た。

　 日本の 平均は 、専門分野 4．44、所属学科 3．79、

所 属機 関 3．67 とな っ て い た。どれ も平均値 を 下回

っ て お り、日本 の 大学教員は、専門分野 、所属学

科、所 属機 関す べ て に 対す る重要度 が低 くなっ て

い る。

　 さ らに、専門分野 の 平均値を所属機関の 平均値

で 割っ た値 を みる と、世界 17 力国全体 で は L16

で、こ の 値が 1．30 以 上 の 国 （より専門分野を重視

し て い る国）は、ノル ウ ェ
ー（1．38）、ドイ ツ （1．37）、

英国 （1．34）、オー
ス トラ リア （1．30）と なっ て い た。

逆に 、1．10を下回っ て い る国は、メ キ シ コ （1，02）、

ア ル ゼ ン チ ン （1．04）、マ レ
ー

シ ア （1．　e6）、ポル ト

ガル （1．07）、中国 （1．08）で あ っ た。 日本 は L21

とな っ て お り、目 本の 大 学教員 は相 対 的に 専門 分

野 を重視 して い る こ とが うか が え る。

　専門分野別 に 専門分野 の 平均 値 を所 属 機 関 の

平 均値で 割 っ た 値をみ る と、ドイ ツ は 全 分野に お

い て 、ノ ル ウ ェ
ーは 7 分野 中 5分 野 で、専門 分野

を重視す る上位 3位 に 入 っ て い た。日本は 全 分野

に お い て 専門分野 を重視す る方の 国 （平 均以 上）

に入 っ て い た。

　 （3）研究費 の 財源

　 研 究費 の 財源 を確認 したとこ ろ、世界 17 力 国

の 平均は 、所属 大 学 44．　6％、公 的 研 究 補助機 関

22．7％ 、政府機 関 17．1％、会社あるい は企業 7，6％、

非営利 の 私的財団 ・機関 4、5％、そ の 他 3．6％ とな

っ て い た。ま た、日本 は、所 属 大学 51．1％、公 的

研 究補 助機 関 22．2％、政 府機 関 15．1％、会 社 あ る

い は企 業 7．8％、非営利 の 私的財団
・機関 2．9％、

そ の 他 0．9％ となっ て い た。日本 は、世界 の 平均

か らみ る と、研究費を所属大学に依存す る比 率が

高 く、政府機 関や 非営利 の 私 的財団 ・機関に依存

す る比 率が低 くな っ て い た。

　専門 分野別 に み る と、人文 科学 系 と教員養成系

で 研究費を所属 大学に依存す る比 率 が高く成 っ て

い た。ま た、日本 に お い て は、人 文科学系 と教員

養成系に加 え て 、社会科学系 に お い て で研究費を

所属大学に 依存す る比 率が 高くな っ て い た。

　 （4）研究活動 の 成果

　過去 3 年間 の 研究活動 の 成果 を確認 した と こ

ろ、世界 17 力国 の 平均 は、執筆あ るい は 共著 した

学術書は 0，66冊、編集 あ る い は 共 編 した学術書は

0．51冊、学術書あ るい は学術雑誌 に 発表 した論文

は 6．98篇、研究報告やモ ノ グ ラ フ は L42 冊、学

会大会で の 論文提出を伴 っ た発 表は 5．60 回、技術

あ る い は 発明 に つ い て 得 られ た 特 許権は 0．17 個

で あっ た、また、日本は、学術書は L85 冊、編著

諸は 0，67冊、学術雑誌論文は 9，83 篇、研究報告

やモ ノ グ ラフ は 1．53冊、学会発表は 6．3G回、特

許 権 は 0．52個で あ っ た。あ らゆ る研究活動 におい

て 、日本の 研究活動が 世界 17力国 の 平均 を上 回 っ

て い た。
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　各研究業績 の 平均値が最大 に な る 年

代 は、研 究業績の 種類 ご とに 異な っ て い

る。平均値 の 最大値が若くなっ て い る順

に研究業績の 種類を示 す と、　 「コンピ ュ
ータ

プ ログ ラム」 「ビデオ・映画」 「特許権1 「学術

雑誌論文 」 「研 究報告・
モノグ ラフ」 「学術書」

「編著書」 「芸術活動 」 「新聞 ・一般雑誌

へ の 専門的記事」　 となっ て い た。「コンピ

ュ
ー
タプ ログラム」 や 「ビデオ・映 画 1 は 35 歳

以上 39 歳以 下 の 年代で 業績の 平 均値が

最大値 に なっ てお り、噺 聞 ・一般雑誌 へ

の 専門的記事」 は 65歳以 上 69 歳以 下 の

年代 で業績 の 平均値が最大 とな っ て い た。

　 （5）研究の 特徴

　各教員 が生 産 した研究成果 につ い て、学術書 1

篇を 5 点、編著書 1編 を 3点、学術雑誌論文 1篇

を 1 点、研究報告やモ ノ グラフ 1篇を 2 点、学科

発 表 1回 を 0．5点、特許権 1個を 3 点と して 得点

を出 し、それを国別 に平 均 を計算した とこ ろ、韓

国が 36．　9点 で 1位、目本が 26．7 点で 2 位、ポ ル

トガル が 25．3 点で 3位とな っ た。

　さらに、専門分野別 に各研究成果の 平均量を計

算 し、各専門分野 ごとに平均値の 最も高い 研究業

績をみ る と、人文科学系は 「学術書」や 「編著書 」、
工 学系は 「特許権」 「ビデわ 映 画 」 「コンビ ・

一タプ ログ

ラム」、農学系は 「学術書」 「研究報告・モノグラフ」 「新

聞 ・一般雑誌 へ の 専門的記事」、保健医療系 は 「学

術雑誌論文」 と　「学会発表」 と な っ て

い た。
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 35
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の 関係 につ い て の 分析を行 っ て い るが、紙幅の 関

係で その 結果をこ こ で は 示す こ とが で きない の で、

学会当 日報告 した い 。　　　　　　 （大膳　司）

　5 ）管理 運営

　1990年代以降の 環境変化および 「大学改革」 に

よっ て もた ら され た もの の
一

っ は 、大学教員 の 管

理運営負担の 増加 で あ る。藤村 （2008）は、1992

年 と 2007 年 の 比較分析 に より、日本 の 大学教員

の 管理 運 営負担が増えたが、意思決定に対 す る 関

与 の 度合は 低下 して い る こ と を明らか に し て い

る。こ の ような変化 は、国際的 にみ る と どの よ う

に 位置づ ける こ とが で きる だろ うか

（学 期 中） （休暇 中）

　 自身 の 研究が 「基礎 ・理 論研究」 に 最も当て は

ま る と回 答 した 国 は 中国 で 、続 い て 、ノ ル ウ ェ
ー、

マ レ ー
シ ア、日本 となっ て い た。自身 の 研究が 「商

業志向 ・技術移転を目的 とす る研 究」 に最も当て

は ま ると回答 した 国は 中国で 、続い て 、マ レ
ー

シ

ア、韓国、日本とな っ て い た。自身の 研 究が 「ひ

とつ の 専門分野 に基づ く研究」 に最も当て はまる

と回 答 した国 は ノ ル ウ ェ
ー

で 、続い て 、日本、ポ

ル トガル 、メ キ シ コ 、韓国で あっ た。日本の 大学

教員 は、こ れ ら3 つ の 研究に よく 当て は ま る と回

答 して い た。

　 自身 の 研究が 「社会志向 ・社会改善を目的とす

る研究」に最も当て は ま る と回答した 国は中国 で、

続 い て 、ポル トガル 、オ
ー

ス トラリア 、マ レ
ー

シ

ア で あっ た。日本 は 17ヵ 国中 15番 目に 当て は ま

ると回答 して い た。また、自身の 研究が 「学際的

研究」 に最も当て は まる と回 答 した 国は ポル トガ

ル で 、続 い て 、中国、ブ ラジル 、オー
ス トラリア

で あっ た。日本 は 17ヵ 国 中 15番 目に 当て は ま る

と回答 して い た。日本 の 大 学教員 は、こ れ ら 2 っ

の 研究に 当て は まらない と回 答 して い た。

　さらに、研 究活動の 成果 と教員 の 属 1生や環境と
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図 5−1 大学教員の 仕事時間 （週当 り）
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　 まず、日本 の 大学教員 の仕事時問の 変化をみて

み よ う （図 5−1）。
20Q7 年の 1 週間 当 りの 平均仕

事時間を 1992 年 と比 較 して みると、学期中の 日

本 の 大学教員の 研究時間が 国 際的水準 に 近 づ く

形 で 減少 して い るの に対 して、管理運営 （会議 ・

委員会 ・事務など） に従事す る時間 は国際的水準

か ら離れる形 で 増加 して い る。休暇中につ い て は、
日 本 の 大 学教員 の 研 究 時 間 は 極 め て 多 い こ とが

1992 年 にみ られ た特徴で あ っ た が 、2007 年 には

4．　8 時 間ほ ど減 少 した こ とに よ り国際的 水 準 に近

づ い て い る 。 他方で 1992年 に は学期中よ り約 1．9

時 間少 な い とい う特 徴 を有 して い た 管理 運 営従

事時間は、2QO7年に は増加 して国際的水準に近 づ

い て い る。2GO7年 の 各 国の 大 学教員の 1週 間 当 り

管理 運 営従事時間の 平均値 は 3．7〜9．6 時間 （休

暇 中 は 3，0〜9．1 時 間） とか な りの 幅 が あ る。在

職 し て い る組織 の 専門分野 に よ る 違 い もみ られ

るが、分 散分析 の 結果 を み る と、国 の 効 果 の 方が

大 きい 。ま た、ほ とん どの 国で 年齢 の 効果 がみ ら

れ、年齢が 高 くなる ほ ど学期中の 管理 運 営従事時
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間が 長 くなる傾 向に ある国が 多い が、日本 とポル

トガ ル は 年 齢 と管理 運 営従事時間 との 間 に 関連

がみ られない。韓国 と メ キ シ コ で は 有意 な負 の 相

関 が 認 め ら

れ る 。 多 くの

国 で 女 性 よ

り も 男 性 の

方 が 学 期 中

の 管理 運 営

従 事 時 間 が

長 い が、米国

ど変化 して い な い E 私 立 大 学で は む しろ、影響力

が 低下 した と認識 され て い る。

　表 5−2 大学の 運 営方針 に対す る影響力

　　　　　　　 日　本 　　　　　　　　　　　　　 米 国

学科 レ ベ ル 学部 レベ ル 全 学 レ ベ ル 学科レベ ル 学部レベ ル 全 学レベ ル

1992 国立／州 立

　 　 私 立

2．6　　　　　　　　2．2　　　　　　　　L6 　．　　　　　　 2，7　　　　　　　　2．O　　　　　　　　　　　　I

2・5　 　
2・O
　 　

l・5
…　

2・8
　 　

1・9
L41

．4

2007 国 立／州 立

　　 私 立．
2．6　　　　　　　　　　2．1　　　　　　　　　　1，7　i　　　　　　　　2，9　　　　　　　　　　2．3

L9　　 上．5　 　 1．31 　　 3．。　 　 2，3　　　　　　　　　　　　1

L61

，8

とカ ナ ダは女性 の 方 が長 い。

国に よ る違 い がみ られ る も の の 、共通 して い る

の は、各国内部 で の 分散

が 大き く、標準偏差 が 平

均値 と 同等 な い しそ れ
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1992

以 上 に 大 き く な っ て い 　　2007

るこ とで あ る。こ の こ と

’

値 が 大 きい 方 が 影響 力大 とな るようデー
タを変換 したn

表 5−3 管理運営従事時間と運営方針への 影響力

　 との 相関係数

　　　　　　　 日　本 　　　　　
1
　　　　　　　 米 国

学科レ ベ ル 学 部 レベ ル 全学レ ベ ル 学科レ ベ ル 学部レベ ル 全学レベ ル

0．1750
．1570

．250 ・・…珂 　 … 8・ O．319

．＿ 一 一一」 墅

0．2860
．323

は、管理運営従事時間がゼ ロ で ある 大学教員が
一

定数い る と同 時に、管理運営に 相当の 時間を費や

して い る大学教員 もか なり存在す る こ と を意味

し て い る。実際、管理運営従事時間別 の 教員分布

をみ る と、相当に 右に 歪 ん で い る。

表 5−1 管理 運営従事時間の 日米 比較

1
学期 中

日 本 米 国

休暇 中

日 本 米 国

1992 国 立 ／州 立
：

　　　　 1

　　 私 立 i6
．65
．36

，87
，04

，53
，55

，15
、2

2007 国 立

糊
7．75
，87

，28
．85

．23
．85

．77
．2

　それぞれの 国に おい て、学期中の 管理運営従事

時間 と主観的 に判断 され た影響力の 大きさとの 問

に は正 の 相関が認 め られ るが、米国 2007 年デ
ー

タ

で 相関が強 くな っ て い るの に対 して 、日本 で は強

くなっ てい ない （表 5−3）。日本 の 大学教員は、管

理 運 営従事時間は増えた もの の 、そ れ に 見合 う形

で 運営方針 へ の 影響力が 強ま っ た とは感 じて い な

い よ うで あ る。　　　　　　　　　 （浦 田広朗）

　 こ の ように バ ラツ キが 大きい 管理運営従事時間

に つ い て 詳細に検討す るた め に、調 査対 象国の 中

で もデ
ー

タが 比 較的整 っ て い る米国 と 日本 を 比 較

して み る と、両国ともこ の 15年間に 管理運営従事

時間が 増加 した が、目本で は 私 立大学よ り も国立

大学 におい て 特に増加 したの に対 して 、米国で は

私立 大学で 大 き く増加 して い る こ とが分か る （表

5−1）。米国の 私立 大学教員の 管理運営従事時間が

増加 した 原因は 現段階で は 不 明 で あるが、日本の

場合は、国立 大学の 法人化が 大きな原因とな っ て

い る こ とは容易 に推測で きる。で は、この よ うに

大学教員が 管理運営 に長時間従事す る よ うにな っ

た結果、教員たちは大学の 管理運営方針への 影響

力 が強 ま っ た と感じてい るだ ろ うか 。

　表 5−2 に よれば、米国で は、管理運営従事時間

が増加 した私立 大学にお い て、学科 レ ベ ル ・学部

レベ ル ・全学 レベ ル の 運営方針 の い ずれ につ い て

も、主観的 に判断 され た影響力 が大 き くな っ て い

る 。
こ れ に対 して 日本 で は、影響力 の 大きさは殆

4 ．まとめ

　本報告 は、共 通 の 調査 票 に よ る調 査 に基 づ い て、

17 力 国 の 大学教授職 の 意識や行動を比較す る こ

とを通 して 、目本 の 大学教授職 の 意識や行動の 特

徴を明 らか に しよ うとす る もの で ある。当 日の 報

告 で は、紙幅 の 関係 で こ こ に掲載 で きなか っ た 分

析結果や図表を追加 して提示 す る。
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